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令和８年８月１０日判決言渡  

令和７年（行ケ）第１００８０号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 令和８年６月１７日 

            判     決 

             当事者の表示  別紙１当事者目録記載のとおり 5 

            主    文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

３ この判決に対する上告及び上告受理の申立ての 

ための付加期間を３０日と定める。 10 

事実及び理由 

第１ 請求 

   特許庁が無効２０２３－８０００３１号事件について令和７年４月７日にし

た審決を取り消す。 

第２ 事案の概要 15 

   本件は、原告が、特許権者である被告に対し、特許無効審判請求を不成立と

した審決の取消しを求める事案である。 

１ 特許庁における手続の経緯等（当事者間に争いがないか、又は当裁判所に顕

著な事実） 

⑴ 被告は、平成２８年１２月６日、発明の名称を「三次元画像化可能な顕微20 

鏡及び画像化方法」とする発明について、特許出願（特願２０１９－５２２

９４９号。優先権主張日：平成２８年１０月２６日（以下「本件優先日」と

いう。）、優先権主張国：中国）をし、令和４年３月１日、特許権の設定登録

（特許第７０３２８１７号。請求項の数１５。以下、この特許を「本件特許」

という。）を受けた。 25 

⑵ 原告は、令和５年５月２５日、本件特許につき、被告を被請求人として、
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無効審判を請求した（無効２０２３－８０００３１号）。 

被告は、令和６年１２月２日、上記審判請求事件において、本件特許の特

許請求の範囲について訂正（訂正後の請求項の数１５。以下「本件訂正」と

いう。）する旨の訂正請求をした。 

⑶ 特許庁は、令和７年４月７日、本件訂正を認めた上で、「本件審判の請求は5 

成り立たない。」との審決（以下「本件審決」という。）をし、その謄本は、

同月２２日、原告に送達された（出訴期間９０日附加）。 

⑷ 原告は、同年８月８日、本件審決の取消しを求める本件訴訟を提起した。 

２ 特許請求の範囲及び明細書の記載 

本件訂正後の特許請求の範囲の記載は、別紙２「本件訂正後の特許請求の範10 

囲」に記載のとおりである（以下、請求項の番号に応じて「本件発明１」等と

いい、これらを併せて「本件各発明」という。甲２５）。また、本件特許に係る

明細書及び図面（以下「本件明細書」という。）の記載は、甲１３（本件特許公

報）に記載のとおりである（以下、その段落番号を【】で示す。）。 

３ 本件審決の理由の要旨 15 

  本件審決の理由の要旨は、次のとおりである。 

 ⑴ 甲１に記載された発明 

本件優先日前に頒布された刊行物である甲１（ ABHISHEK KUMAR et 

al.,"Using Stage- and Slit-Scanning to Improve Contrast and Optical 

Sectioning in Dual-View Inverted Light Sheet 20 

Microscopy(diSPIM)",Biol.Bull.,231,2016 年 8 月,pp.26-39）には、下記ア

及びイの発明（以下、それぞれ「甲１発明」、「甲１方法発明」という。）が記

載されている。 

   ア 甲１発明 

「デュアルビュー倒立型選択平面照明顕微鏡（ｄｉＳＰＩＭ）であって、 25 

     デュアルビュー倒立型選択平面照明顕微鏡検査法（ｄｉＳＰＩＭ）によ
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り、等方性の空間分解能を有し、４次元（４Ｄ）イメージングが可能とな

り、 

   光シート及び検出光学系を定置のまま維持し、定置された光シートを通

るようにサンプルを走査するステージスキャンと、 

   光シート合成をサイエンティフィック相補型金属酸化物半導体（ｓＣＭ5 

ＯＳ）検出器の電子ローリングシャッタと同期させるスリットスキャンと

を組み合わせた方法であり、 

     デュアルビュー倒立型選択平面照明顕微鏡では、サンプルからの蛍光の

励起及び検出において、２つの垂直対物レンズが交互に役割を交替し、得

られたボリュームは位置合わせ及びデコンボリューションされて、約３３10 

０ｎｍまでの等方性の分解能を有する像が得られ、 

   サンプルを波長４８８ｎｍ、５６１ｎｍ又はその両方で励起し、検出器

からのレーザー光の阻止には４８８ｎｍフィルタ、ロングパスフィルタ、

及び５６１ｎｍノッチフィルタを使用し、 

     ステージスキャンモードでは、光シートの形成のために、低ＮＡ照明は15 

依然として「ｙ」方向で走査されるが、シート及び検出面は、取得中、固

定の位置に保持され、電動サンプルステージは、ボリュームを取得するた

めにｚ’方向（すなわちステージが走査される方向；ｚは対物レンズが走

査される方向であり、したがってｚ’方向とｚ方向は相互に４５°の角度

をなす）に平行移動され、このモードにおいてボリュームデータを取得す20 

る場合、連続する撮像平面が視野（ＦＯＶ）全体にわたって横方向に平行

移動していき、 

   光シートを照明する方向はｘ方向であり、検出焦平面はｘｙ平面であり、 

     ｚ’方向とｘ方向は相互に４５°の角度をなし、ｘ方向とｚ方向は相互

に９０°の角度をなし、 25 

     電動サンプルステージを一定の速度まで加速させた後、像取得が開始さ
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れ、 

   光シートは、ｄｉＳＰＩＭ走査ヘッド（Ｙガルバノメータ（Ｙガルバノ）

波形）内の二軸走査ミラーのｙ軸に鋸歯波を適用することによって、各露

光中に形成され、像が取得されるたびに、二軸走査ミラーのｚ軸に矩形波

パルスを印加することによって（Ｚガルバノメータ（Ｚガルバノ））、各対5 

物レンズに光シートが交互に透過（又は偏向）され、各対物レンズに相補

的な波形を印加することにより、デュアルビュー画像が交互のデューティ

サイクルで平面ごとに取得され、 

     前記カメラ及びレーザーのトリガは、Ｙガルバノ及びＺガルバノの波形

に同期され、 10 

     スリットスキャンモードでは、Ｙガルバノスキャン（Ｙスキャン）がカ

メラのローリングシャッタと同期され、レーザーは撮像面ごとに１方向で

１回走査され、 

     スリットスキャンモードでは、レーザーは、撮像面ごとに１つのパルス

を有し、 15 

     スリットスキャンにおける平面ごとの有効取得時間は、ＲＯＩについて

の読み出し時間５ｍｓ、カメラトリガ遅延約２．５ｍｓ、及びライン露光

時間２００μｓの合計、又は約８ｍｓであり、 

     レーザートリガ遅延とカメラトリガ遅延は等しく、 

     ステージスキャンモードは、光シート及び検出光学系を定置としたまま、20 

電動サンプルステージを一方向に一定の速度で平行移動させ、 

     ステージ速度が点拡がり関数（ＰＳＦ）幅／露光時間（この場合、５０

０ｎｍ／５ｍｓすなわち約０．１ｍｍｓ－１）未満に設定される限り、モー

ションブラーの影響を無視でき、空間分解能は、検出対物レンズと光シー

トとが共に平行移動される従来のイメージングモーションのそれに等し25 

くなり、 
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     ジョイントデコンボリューションにより、イメージングモードに関係な

く、３つの空間次元の全てで約３５０ｎｍまでの等方性の改善が得られた 

     デュアルビュー倒立型選択平面照明顕微鏡。」 

   イ 甲１方法発明 

    「甲１発明のデュアルビュー倒立型選択平面照明顕微鏡を用いた４次元（４5 

Ｄ）イメージングが可能となるデュアルビュー倒立型選択平面照明顕微鏡

検査法。」 

  ⑵ 本件発明１と甲１発明との一致点・相違点 

   （一致点） 

    励起主軸方向に沿って試料の検出すべき領域内で検出可能なコントラスト10 

を生成するための、少なくとも１つの励起装置と、 

    検出主軸方向に沿って試料の検出すべき領域内で生成されたコントラスト

を出するための、少なくとも１つの検出装置と、 

    試料と前記励起装置及び前記検出装置との相対運動を発生させるための、

少なくとも１つの移動手段と、 15 

    を含み、 

    前記相対運動の方向は、前記励起主軸方向に平行も垂直もせず、前記相対

運動の方向は、前記検出主軸方向に平行も垂直もせず、画像化するときの前

記相対運動は等速であり且つ中断しない、三次元画像化可能な顕微鏡におい

て、 20 

    試料の１つの三次元領域を画像化する全過程において、前記検出装置の有

効検出領域において、画像化する立体画素の各々に対応する試料単位は、励

起上限時間以内においてのみ前記励起装置に励起され、 

    前記励起装置と前記検出装置とは同期的に作動し、 

    前記励起装置は、パルス時間がパルス上限時間以内のパルスを用い、光学25 

シート照明の方法により試料を励起し、 



       

 

 

6 

 

    前記励起装置は、検出領域内において前記検出装置の検出方向に略垂直な

励起光束を少なくとも１つ発生し、 

    前記励起装置は、前記励起光束を走査移動させることができる走査手段を

少なくとも１つ含む、 

    三次元画像化可能な顕微鏡。 5 

   （相違点１） 

    本件発明１は、画像化する立体画素の各々に対応する試料単位が、励起上

限時間以内においてのみ励起装置に励起されることが、「前記顕微鏡の解像

度の要求」及び「前記相対運動の速度に基づいて」おり、励起上限時間が、

「前記所定時間内において、前記相対運動による変位は前記顕微鏡の解像度10 

の要求を超え［ない］」ような「所定時間」であるのに対し、甲１発明は、「ス

テージ速度が点拡がり関数幅／露光時間（この場合、５００ｎｍ／５ｍｓす

なわち約０．１ｍｍ ｓ－１）未満に設定される限り、モーションブラーの影響

を無視でき、空間分解能は、検出対物レンズと光シートとが共に平行移動さ

れる従来のイメージングモーションのそれに等しくなる」、すなわち、「約３15 

３０ｎｍまでの等方性の分解能を有する像が得られ［る］」ものの、画像化す

る立体画素の各々に対応する試料単位が、励起上限時間以内においてのみ励

起装置に励起されることが、「前記顕微鏡の解像度の要求」及び「前記相対運

動の速度に基づいて」いるか明らかでなく、また、前記励起上限時間が、本

件発明１でいう「前記所定時間内において、前記相対運動による変位は前記20 

顕微鏡の解像度の要求を超え［ない］」ような所定時間であるかどうかは明ら

かでない点。 

   （相違点２） 

    相対運動の速度について、本件発明１は、「０．１ｍｍ／ｓ以上」であるの

に対して、甲１発明は、「点拡がり関数（ＰＳＦ）幅／露光時間（この場合、25 

５００ｎｍ／５ｍｓすなわち約０．１ｍｍｓ－１）未満に設定される限り、モ
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ーションブラーの影響を無視でき、空間分解能は、検出対物レンズと光シー

トとが共に平行移動される従来のイメージングモーションのそれに等しくな

［る］」点。 

   （相違点３） 

    パルス上限時間について、本件発明１は、「前記所定時間内において、前記5 

相対運動による変位は前記顕微鏡の解像度の要求を超え［ない］」ような「前

記所定時間」であるのに対し、甲１発明は、「レーザーは、撮像面ごとに１つ

のパルスを有［する］」ものの、前記パルス上限時間が、本件発明１でいう「前

記所定時間内において、前記相対運動による変位は前記顕微鏡の解像度の要

求を超え［ない］」ような所定時間であるかどうかは明らかでない点。 10 

  ⑶ 本件発明１の進歩性について 

    甲１発明から出発した当業者は、相違点２及び３に係る本件発明１の構成

に至らないから、甲１発明において、相違点２及び３に係る本件発明１の構

成とすることは、当業者が容易に想到し得たこととはいえない。したがって、

本件発明１は、相違点１について検討するまでもなく、当業者が容易に発明15 

をすることができたものではない。 

  ⑷ 本件発明２～９及び１１～１５の進歩性について 

    本件発明２～９及び１１～１３は、本件発明１を更に限定した発明である

ことから、本件発明１と同様の理由で、当業者が容易に発明をすることがで

きたものではない。 20 

    本件発明１４と甲１方法発明との相違点５及び６は、本件発明１と甲１発

明との相違点２及び３と同様であるから、甲１方法発明において、相違点５

及び６に係る本件発明１４の構成とすることは、当業者が容易に想到し得た

こととはいえない。したがって、本件発明１４は、相違点４について検討す

るまでもなく、当業者が容易に発明をすることができたものではない。 25 

    本件発明１５は、本件発明１４を更に限定した発明であることから、本件
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発明１４と同様の理由で、当業者が容易に発明をすることができたものでは

ない。 

  ⑸ 本件発明１０のサポート要件について 

    本件発明１０で特定された「前記走査手段と同期的に作動する走査解除手

段」（以下「本件走査解除手段」という。）は、発明の詳細な説明に実質的に5 

記載されているから、本件発明１０は発明の詳細な説明に記載したものであ

る。 

第３ 原告主張の審決取消事由 

 １ 取消事由１（相違点の認定の誤り） 

  ⑴ 相違点１について 10 

    本件発明１では、「励起時間＜最小解像度／相対運動速度」の公式が開示さ

れている。 

甲１発明では、ステージ速度が「点拡がり関数（ＰＳＦ）幅／露光時間」

未満に設定される限り、モーションブラーの影響を無視できることが開示さ

れているから、「ステージ速度＜ＰＳＦ幅／露光時間」となる必要があること15 

が開示されており、これは、露光時間（本件発明１にいう励起時間）がＰＳ

Ｆ幅とステージ速度により定まり、「露光時間＜ＰＳＦ幅／ステージ速度」と

述べているのと同義である。そして、ＰＳＦ幅は本件発明１にいう「最小解

像度」と、ステージ速度は本件発明１にいう「相対運動速度」と同義である

から、本件発明１と甲１発明との相違点１は存在しない。 20 

  ⑵ 相違点２について 

甲１には０．１ｍｍ／ｓのステージ速度が記載されており、甲１発明は０．

１ｍｍ／ｓで実装されている。また、甲１には、０．１ｍｍ／ｓのステージ

速度が「低速」であるために量子化誤差が生じたことが明記されているから、

量子化誤差を改善するためには、０．１ｍｍ／ｓよりも速度を上げる必要が25 

あることは当業者には自明である。したがって、本件発明１と甲１発明は、
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相対運動の速度が０．１ｍｍ／ｓである点で実質的に同一であり、甲１発明

において、０．１ｍｍ／ｓ以上とすることが開示又は示唆されているといえ

るから、本件発明１と甲１発明との相違点２は、実質的に同一の構成である

か、容易想到である。 

  ⑶ 相違点３について 5 

    本件発明１における「パルス時間」は相違点１における「励起時間」と同

一である。そうすると、相違点３は、相違点１と実質的に同じ内容であるか

ら、上記のとおり相違点１が存在しない以上、本件発明１と甲１発明との相

違点３も存在しない。 

  ⑷ 相違点４～６について 10 

    上記⑴～⑶と同様にして、本件発明１４と甲１方法発明との相違点４～６

は存在しない。 

  ⑸ 本件発明２～９、１１～１３及び１５について 

    上記⑴～⑷と同様にして、本件発明２～９、１１～１３及び１５は、当業

者が容易に発明することができたものである。 15 

 ２ 取消事由２（サポート要件違反） 

「走査解除」は、本件優先日において、本件特許の技術分野の当業者におい

て技術用語として用いられていなかった用語である。そして、本件明細書にも

「走査解除手段」の意義を説明する記載は見当たらないから、「走査解除手段」

は、通常の日本語の解釈に従って「走査を解除する手段」と解するほかはない。20 

そして、「解除」とは、「今まであった制限・禁止、あるいは特別の状態など

をなくして、もとの状態に戻すこと」をいうから、「走査解除手段」とは、「走

査している状態をなくして、走査をしていない状態に戻す手段」という意味に

しか解釈できず、「解除」の対象は「走査光」ではなく「走査」というべきで

ある。そうすると、「走査解除」との用語をもって、直ちに「光が走査されて25 

いる状態を走査されていない状態に戻す」ことを意味するとは解されず、本件
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走査解除手段は発明の詳細な説明に記載されていない。 

第４ 被告の反論 

 １ 取消事由１（相違点の認定の誤り）について 

  ⑴ 相違点１について 

    甲１発明の「露光時間」は、光を受容するカメラ側で制御する時間である5 

のに対し、本件発明１の「励起時間」は、光を放出する試料単位側で制御す

る時間であるから、両者は全く異なる概念である。甲１発明においては、ス

テージ速度を調整するために、一つの要素として「露光時間」に基づいてい

るが、「励起時間」は何ら考慮されていない。したがって、甲１発明の「露

光時間」と本件発明１の「励起時間」と同義ではない。 10 

    また、本件発明１は、画像化時間の短縮あるいは画像化速度を上げるため

に、画像化する立体画素の各々に対応する試料単位に対する「励起時間」を

設定して、ステージ速度の向上を許すことをその技術的思想とするものであ

るのに対し、甲１発明では、「励起時間」を設定することでステージの運動速

度を上げるという当該課題の解決案について何ら示されておらず、さらに、15 

画像化する立体画素の各々に対応する試料単位に対する「励起時間」を設定

することでステージの運動速度を上げるという解決案は示されていないし、

開示されているに等しいともいえない。 

  ⑵ 相違点２について 

    原告が指摘する甲１の記載事項は、仮定のステージスキャン速度にすぎず、20 

甲１発明の有効ステージ速度は仮定の値（０．１ｍｍ／ｓ）の９２％、すな

わち０．０９２ｍｍ／ｓである。 

    甲１発明には、本件発明１の相対運動の速度について、０．１ｍｍ／ｓ以

上とすることを示唆する記載がないだけでなく、モーションブラーの影響を

無視できるためにステージ速度を０．１ｍｍ／ｓ未満に設定することを示唆25 

しており、本件発明１の相対運動の速度を０．１ｍｍ／ｓ以上とすることの
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開示も示唆もない。 

  ⑶ 相違点３について 

    本件発明１における「パルス時間」は、相違点１における「励起時間」と

同一とは限らない。 

 ２ 取消事由２（サポート要件違反）について 5 

   本件明細書の記載及び本件出願時の技術常識から、走査手段とは一定方向の

入射光を走査出射光に変換する手段であり、走査解除手段とは走査入射光を一

定方向の出射光に変換する手段であることは、当業者であれば内容を理解でき

るから、本件走査解除手段は、発明の詳細な説明に記載されている。 

第５ 当裁判所の判断 10 

１ 本件各発明の概要 

  本件各発明に係る特許請求の範囲及び本件明細書の記載（前記第２の２）に

よれば、本件各発明の概要は以下のとおりであると認められる。 

 ⑴ 技術分野 

    本件各発明は、画像化顕微鏡及び顕微画像化方法に関し、特に、生物学及15 

び医学を主たる応用分野としたハイスループットの三次元デジタル画像化顕

微鏡及びハイスループットの三次元デジタル顕微画像化方法に関するもので

ある（【０００１】）。 

  ⑵ 背景技術 

    三次元デジタル画像化は、現代の顕微画像化の重要な内容の１つである。20 

解像度を低下させることなくより多くの試料を非破壊的に画像化することは、

三次元顕微画像化方法の重要な目標であるが、従来技術では画像化過程にお

いて、画像化中断を避けることができず、有効画像化時間が短縮されてしま

う（【０００２】、【０００３】）。 

 ⑶ 本件各発明が解決しようとする課題 25 

   本件各発明が主に解決しようとする技術課題は、有効画像化時間を改善す
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ることでハイスループットの三次元デジタル顕微画像化が実現可能な三次元

デジタル画像化顕微鏡及び三次元デジタル顕微画像化方法を提供することで

ある（【０００７】）。 

 ⑷ 課題解決手段 

   本件各発明は、試料の１つの三次元領域を画像化する全過程において、画5 

像化も前記相対運動も中断しない特徴を有し、かつ、前記相対運動の方向は、

励起主軸方向又は検出主軸方向に平行も垂直もしないようにするとともに、

相対運動による運動ブレを無視することができるようにするために、励起時

間を相対運動による変位が顕微鏡の解像度の要求を超えない時間内に制限す

ることとしたものである（【０００８】、【００１０】、【００５８】）。 10 

 ⑸ 本件各発明の効果 

   本件各発明の効果として、三次元画像化における画像化中断を低減し、同

時に、画像化するときの試料運動によるブレを除去し、生じた収差を改善す

ることにより、従来技術と同等の解像度条件下において、三次元画像化のス

ループットを高めることができる（【００２９】）。 15 

２ 取消事由１（相違点の認定の誤り）について 

  原告は、前記第３の１⑵のとおり、甲１の記載から、本件発明１と甲１発明

との相違点２は、実質的に同一の構成であるか、容易想到であると主張する。 

  しかし、原告が指摘する甲１の記載箇所には、「ｚ´ステップサイズ（すなわ

ちステージスキャンモードにおいて連続する平面間で電動ステージが走行す20 

る距離）を推定するために、まず、仮定のステージスキャン速度（製造者によ

り指定された速度であり、我々の取得コードでは０．１ｍｍ／ｓとして実装さ

れている；Ｋｕｍａｒ ａｎｄ Ｓｈｒｏｆｆ，２０１５）に、平面あたりの

取得時間（典型的には、シングルビューに対して５ｍｓ、またはデュアルビュ

ーに対して１０ｍｓ）が乗算される。ただし、図１ｃでの続く変換によってｚ25 

ステップサイズの値を計算する場合、ｚステップサイズの計算値が（「従来の」
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ｄｉＳＰＩＭにおける撮像により検査される）ｚの測定値から８％ほども異な

ることを発見した。この不一致は、光シートの傾き、集光対物レンズの傾き、

低速のステージの量子化誤差、またはステージの「実際」速度と理論的速度と

の間の僅かな差を含む、乗算誤差の累積によるものであるはずである。」（甲１

の日本語訳６頁１行目～１１行目）と記載されている。 5 

  上記記載によれば、上記の「０．１ｍｍ／ｓ」の速度は、ｚ´ステップサイ

ズを推定するために用いられた仮定のステージ速度であって、測定時の実際の

ステージ速度ではないから、本件発明１の相対運動の速度と対比される速度で

はない。また、上記の「低速のステージの量子化誤差」は、仮定のステージ速

度から計算されるｚステップサイズの計算値と、「従来の」ｄｉＳＰＩＭにおけ10 

る撮像により検査される測定値とに生じた不一致の原因として推測される可

能性のある複数の要素の一つとして挙げられているにすぎない。そうすると、

原告が指摘する上記記載をもって、甲１に０．１ｍｍ／ｓのステージ速度が記

載されているとも、甲１発明は０．１ｍｍ／ｓで実装されているともいえない

上、甲１発明において、０．１ｍｍ／ｓよりも速度を上げる必要があることが15 

当業者に自明であるとも、ステージ速度を０．１ｍｍ／ｓ以上とすることが開

示及び示唆されているともいえない。 

  したがって、原告が指摘する甲１の記載を考慮しても、本件発明１と甲１発

明との相違点２が実質的に同一の構成であるということはできず、相違点２に

係る本件発明１の構成が容易想到ということもできない。よって、少なくとも20 

相違点２についての原告の上記主張は採用することができないから、取消事由

１は理由がない。 

３ 取消事由２（サポート要件違反）について 

  原告は、前記第３の２のとおり、「走査解除」との用語をもって、直ちに「光

が走査されている状態を走査されていない状態に戻す」ことを意味するとは解25 

されず、本件走査解除手段は発明の詳細な説明に記載されていないと主張する。 
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  しかし、本件発明１０の特許請求の範囲及び本件明細書の記載によれば、「走

査手段」とは「励起光束を走査移動させることができる」ものであり、「走査解

除手段」は「前記走査手段と同期的に作動する」ものである（【００４４】）か

ら、「走査手段」の走査の対象は光であり、「走査解除手段」の走査解除の対象

も光であると解される。そうすると、「走査解除」とは、「光が走査されている5 

状態を走査されていない状態に戻す」ことを意味すると解することができる。 

  そして、本件明細書には、「もう１つの実施例において、図６に示すように、

多光子走査画像化の構造を用いた。…多光子励起光を発生可能なパルス励起光

４は、…二次元走査手段５に入射し、対物レンズ１０の後に、検出方向に垂直

な平面において走査するスポット状励起を発生させる。リレーレンズ６、７は、10 

ガルバノミラー５を対物レンズ１０の後側焦点面に共役させるためである。反

射鏡８、９は走査線をねじり回し、空間的にコンパクトにするためである。た

だし、反射鏡９は、長波長側の光を通過させるダイクロイックミラー（ｄｉｃ

ｈｒｏｉｃ ｍｉｒｒｏｒ）である。…」（【００５２】）、「図６に示すシステム

と類似し、顕微鏡画像化分野の専門家によく知られているように、励起装置１15 

及び検出装置２が共用する先端部分素子は、対物レンズから走査手段まで含み、

その後、分離されている検出部分において試料と共役する位置に共焦点ピンホ

ールを更に設けることにより、共焦点走査型画像化の構造を構成することがで

きる」（【００５５】）と記載されているところ、これらの記載から、当業者は、

共焦点走査型画像化の構造の顕微鏡は、励起光路においては、パルス励起光４20 

が２次元走査手段５で走査され、走査された光（走査光）が、リレーレンズ６、

７、反射鏡８、９及び対物レンズ１０を通って試料に照射され蛍光を励起し、

検出光路においては、当該励起された蛍光が、対物レンズ１０、反射鏡９、８

及びリレーレンズ７、６を通って、２次元走査手段５で走査され、その後、分

離された蛍光が、共焦点ピンホールを通り、カメラ１３で検出されるように動25 

作させる構成を理解できるといえる。 
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  そうすると、当業者は、本件走査解除手段が、走査手段と同期的に作動しつ

つ、光が走査されている状態を走査されていない状態に戻す手段であり、具体

的には、検出光路と励起光路において共用される２次元走査手段５がこれに該

当し得ることを理解することができるから、本件走査解除手段は、発明の詳細

な説明に実質的にも記載されているといえる。 5 

  したがって、原告の上記主張は採用することはできず、取消事由２は理由が

ない。 

４ 結論 

以上のとおり、原告が主張する取消事由はいずれも理由がない。 

よって、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとし、主文のとお10 

り判決する。 

知的財産高等裁判所第４部 

 

裁判長裁判官 

                           15 

長 谷 川   浩   二 

 

 

裁判官 

                        20 

伊   藤   清   隆 

 

 

裁判官 

                        25 

諸   岡   慎   介  
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（別紙１） 

当事者目録 

   

  

        原       告   ライカ マイクロシステムズ シーエ5 

ムエス ゲゼルシャフト ミット ベ

シュレンクテル ハフツング 

         

デ ィ ル ク 

        同訴訟代理人弁護士   鈴 木 秀 彦 10 

                    寺 前 翔 平 

                    丸 山  悠 

        同訴訟代理人弁理士   アインゼル・フェリックス＝ラインハ

ルト 

                    前 川 純 一 15 

        同訴訟復代理人弁理士  田 中 久 子 

   

被       告   中 国 科 学 技 术 大 学 

         

        同訴訟代理人弁理士   岡   部   英   隆 20 

                    北 出 英 敏 

                    金 田 隆 章 

        同訴訟代理人弁護士   清 水 正 憲 

                    高 山 和 也  
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（別紙２） 

本件訂正後の特許請求の範囲 

【請求項１】 

 励起主軸方向に沿って試料の検出すべき領域内で検出可能なコントラストを生成するた

めの、少なくとも１つの励起装置と、 5 

 検出主軸方向に沿って試料の検出すべき領域内で生成されたコントラストを検出するた

めの、少なくとも１つの検出装置と、 

 試料と前記励起装置及び前記検出装置との相対運動を発生させるための、少なくとも１

つの移動手段と、 

 を含み、 10 

 前記相対運動の方向は、前記励起主軸方向に平行も垂直もせず、前記相対運動の方向は、

前記検出主軸方向に平行も垂直もせず、画像化するときの前記相対運動は等速であり且つ

中断しない、三次元画像化可能な顕微鏡において、 

 試料の１つの三次元領域を画像化する全過程において、前記顕微鏡の解像度の要求及び

０．１ｍｍ／ｓ以上の前記相対運動の速度に基づいて、前記検出装置の有効検出領域にお15 

いて、画像化する立体画素の各々に対応する試料単位は、所定時間以内においてのみ前記

励起装置に励起され、前記所定時間内において、前記相対運動による変位は前記顕微鏡の

解像度の要求を超えず、 

 前記励起装置と前記検出装置とは同期的に作動し、 

 前記励起装置は、パルス時間が前記所定時間以内のパルスを用い、光学シート照明の方20 

法により試料を励起し、 

 前記励起装置は、検出領域内において前記検出装置の検出方向に略垂直な励起光束を少

なくとも１つ発生し、 

前記励起装置は、前記励起光束を走査移動させることができる走査手段を少なくとも１

つ含む、 25 

 三次元画像化可能な顕微鏡。 
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【請求項２】 

 前記試料が位置する環境において透明な物質が充填され、前記透明な物質と、その時の

前記試料とは、屈折率が略同一である、請求項１に記載の三次元画像化可能な顕微鏡。 

【請求項３】 

 前記励起装置は、１つ又は複数の発光ダイオード、連続波レーザ、パルスレーザの組み5 

合わせにより、光源を励起する、請求項１に記載の三次元画像化可能な顕微鏡。 

【請求項４】 

 前記検出可能なコントラストは、蛍光、弾性散乱光、ラマン散乱、ＳＨＧ、ＴＨＧ、誘導

ラマン散乱の信号の１種又はそれらの組み合わせである、請求項１に記載の三次元画像化

可能な顕微鏡。 10 

【請求項５】 

 前記励起装置は、パルスレーザ、パルス作動の発光ダイオード、又は異なる方法で変調

された連続光源の組み合わせである、請求項１に記載の三次元画像化可能な顕微鏡。 

【請求項６】 

 前記励起装置は、１つ又は複数のシリンドリカルミラー、シリンドリカルレンズ、変形15 

ミラー、透過型位相素子、反射型位相素子を含むことによって、前記光学シート照明を形

成する、請求項５に記載の三次元画像化可能な顕微鏡。 

【請求項７】 

 前記励起光束は、検出領域内で光束方向に沿った光束半径の変化が３倍を超えない、請

求項１に記載の三次元画像化可能な顕微鏡。 20 

【請求項８】 

 前記走査手段は、１つ又は複数の走査ガルバノミラー、共振走査鏡、回転多面鏡、音響光

学変調器の組み合わせを含む、請求項１に記載の三次元画像化可能な顕微鏡。 

【請求項９】 

 前記検出装置は、マトリックス状の感光素子を画像化素子としたものであり、前記画像25 

化素子は前記走査手段と同期的に作動する、請求項１に記載の三次元画像化可能な顕微鏡。 
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【請求項１０】 

 励起主軸方向に沿って試料の検出すべき領域内で検出可能なコントラストを生成するた

めの、少なくとも１つの励起装置と、 

 検出主軸方向に沿って試料の検出すべき領域内で生成されたコントラストを検出するた

めの、少なくとも１つの検出装置と、 5 

 試料と前記励起装置及び前記検出装置との相対運動を発生させるための、少なくとも１

つの移動手段と、 

 を含み、 

 前記相対運動の方向は、前記励起主軸方向に平行も垂直もせず、前記相対運動の方向は、

前記検出主軸方向に平行も垂直もせず、画像化するときの前記相対運動は等速であり且つ10 

中断しない、三次元画像化可能な顕微鏡において、 

 試料の１つの三次元領域を画像化する全過程において、前記検出装置の有効検出領域に

おいて、画像化する立体画素の各々に対応する試料単位は、所定時間以内においてのみ前

記励起装置に励起され、前記所定時間内において、前記相対運動による変位は前記顕微鏡

の解像度の要求を超えず、 15 

 前記励起装置と前記検出装置とは同期的に作動し、 

 前記励起装置は、パルス時間が前記所定時間以内のパルスを用い、光学シート照明の方

法により試料を励起し、 

 前記励起装置は、検出領域内において前記検出装置の検出方向に略垂直な励起光束を少

なくとも１つ発生し、 20 

前記励起装置は、前記励起光束を走査移動させることができる走査手段を少なくとも１

つ含み、 

 前記検出装置は、前記走査手段と同期的に作動する走査解除手段を含み、さらにアレイ

又はマトリックス状の感光素子を画像化素子としたものである、三次元画像化可能な顕微

鏡。 25 

【請求項１１】 
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 前記励起装置は、１つの励起光束を複数の励起光束に分割するための光束分割手段を１

つ含む、請求項１に記載の三次元画像化可能な顕微鏡。 

【請求項１２】 

 前記光束分割手段は、１つ又は複数のレンズアレイ、反射鏡アレイ、ハーフミラーアレ

イの組み合わせを含むか、あるいは、固定又は変調可能なフェーズフィルタ又はデジタル5 

マイクロミラーアレイを含む、請求項１１に記載の三次元画像化可能な顕微鏡。 

【請求項１３】 

 前記励起装置及び前記検出装置は走査型共焦点画像化の構造を構成する、請求項１に記

載の三次元画像化可能な顕微鏡。 

【請求項１４】 10 

 少なくとも１つの励起装置を利用して、励起主軸方向に沿って試料の検出すべき領域内

で検出可能なコントラストを生成すること、及び 

 少なくとも１つの検出装置を利用して、検出主軸方向に沿って試料の検出すべき領域内

で生成されたコントラストを検出すること（前記検出装置と前記励起装置とは、素子を共

用するのが排除されない）、 15 

 を含み、 

 前記試料と前記励起装置、前記検出装置との相対運動の方向は、前記励起主軸方向に平

行も垂直もせず、前記相対運動の方向は、前記検出主軸方向に平行も垂直もせず、画像化

するときの前記相対運動は等速であり且つ中断しない、三次元顕微画像化方法において、 

 試料の１つの三次元領域を画像化する全過程において、前記顕微鏡の解像度の要求及び20 

０．１ｍｍ／ｓ以上の前記相対運動の速度に基づいて、前記検出装置の有効検出領域にお

いて、画像化する立体画素の各々に対応する試料単位は、所定時間以内においてのみ前記

励起装置に励起され、前記所定時間内において、前記相対運動による変位は前記画像化の

解像度の要求を超えず、 

 前記励起装置と前記検出装置とは同期的に作動し、 25 

 前記励起装置は、パルス時間が前記所定時間以内のパルスを用い、光学シート照明の方



       

 

 

21 

 

法により試料を励起し、 

 前記励起装置は、検出領域内において前記検出装置の検出方向に略垂直な励起光束を少

なくとも１つ発生し、 

前記励起装置は、前記励起光束を走査移動させることができる走査手段を少なくとも１

つ含む、 5 

 三次元顕微画像化方法。 

【請求項１５】 

 デコンボリューションにより前記相対運動によるブレを除去することをさらに含む、請

求項１４に記載の三次元顕微画像化方法。  


